
様式4－１ ［新規事業分］ １／３

平成２４年度事業別評価調書（チェックリスト）

整理番号 101 事業名 道路事業（補助）予定 補助 地 区 名 一般国道121号 関 係 下郷町 担当部（局） 土木部
単独 (事業箇所名) 会津縦貫南道路(５工区) 市町村名 南会津町 課（室）名 道路計画課高速道路室

評価の対象となる理由 第２項第１号：準備・計画に要する調査費を新たに 前回（平成 委員会からの提言： 県の対応方針：
予算化しようとする大規模公共事業 年度）評価時 付帯意見：

の対応方針
事業根拠法・要綱等の名称 道路法第１２条

【事業目的及び全体計画】 【事業に関する社会経済情勢】
（１）事業目的 事 （１）事業に関連する項目
・会津縦貫南道路は、県土の骨格となる６本の連携軸の一つである会津軸の役割を担う地域高規格道 1)現道は過去１０年間で８回の被災を受け、５回の全面通行止めが発生しており、地域経済及び社会

路として、磐越自動車道及び会津縦貫北道路と一体となり、高速交通ネットワークを形成する。 生活の安定に影響が生じているため、早期の整備が必要である。
業 2)南会津地方の緊急患者の管外搬送率は約３６％と高く、また緊急血液輸送では、会津赤十字血液セ

・現道は、落石等により全面通行止めが頻発しており、脆弱な幹線道路網の改善が必要である。 ンター（会津若松市）から血液が搬送される。南会津地域～会津若松市間の搬送時間が１時間以上
要しており、速達性と定時性を確保することが求められている。

・会津地域は、冬期の積雪量が多く、降雪時の旅行速度の低下が著しい。規格の高い道路は、冬期の を ＊旧田島町～会津若松市内救急車搬送回数 約２１２回／年 (H20～H22平均）
速度低減が少なく、冬期の安全で円滑な交通に大きく寄与する。 ＊会津赤十字センター～南会津病院血液搬送回数 １１２回／年(内 緊急搬送６回) （H22実績）

＊南会津町～会津若松市間 （４工区及び５工区開通時） ６８分→５９分 ９分短縮
事 ・大規模災害時において、広域的な避難や緊急物資等の輸送を可能にする災害に強い交通体系を確保 巡 (会津縦貫南道路全線開通時） ６８分→４０分 ２８分短縮

する。 3)会津地域は、現道の地形が厳しく積雪が多いため、冬期の旅行速度の低下が著しい。
＊南会津町～会津若松市間（４工区及び５工区開通時 冬期） ８５分→６６分 １９分短縮

・南会津地域から、会津若松市内の三次医療施設への早期搬送や南会津地域への緊急血液輸送に寄与。る (会津縦貫南道路全線開通時 冬期）８５分→４３分 ４２分短縮
4)常磐自動車道や東北中央自動車道などの整備が進む中、県内において規格の高い道路整備は南会津

・南会津地域の主要産業である農業、観光業において、早期出荷、移動時間短縮による観光の周遊化 地方が最も遅れており、人口減少の著しい会津地域の発展のためには整備が必要である。
業 の促進等、地域活性化に寄与する。さらには、企業への立地誘導効果も期待できる。 社 5)国道１２１号を利用する車の移動距離は１００km以上が大半を占め、磐越自動車道と一体となった

高速交通ネットワークとして整備し、物流の効率化や産業の誘発など地元産業の活性化が期待でき
（２）全体計画 る。

・延長 ：Ｌ＝約９ｋｍ（南会津郡下郷町～南会津郡南会津町、H19.3.30調査区間指定） 会 6)平成２０年９月に国道２８９号甲子道路が供用され、国道１２１号の交通量は増加しており、会津
・幅員 ：Ｗ＝７．０（１２．０）ｍ 縦貫南道路の必要性がさらに高まっている。また、平成２０年１０月には会津・米沢地域観光圏整
・設計速度 ：Ｖ＝８０ｋｍ／ｈ 備計画が認定されるなど、広域観光に寄与する会津縦貫南道路の必要性が高まっている。

の ・全体事業費：Ｃ＝約１５０億円（概算）※４工区建設残土の流用によりコスト縮減 経 7)湯野上バイパス(４工区)は国直轄権限代行事業として平成２４年度に新規着手し、隣接する県事業
の小沼崎バイパス(４工区)及び本５工区を一体的に進め会津軸整備の更なる推進の好機となった。

（３）環境への配慮等 （２）地元住民・関係機関・団体の意向
学識経験者からなる環境検討会により、道路計画に対する動植物や自然環境への影響について 済 1)地元商工会や教育関係者等が、会津縦貫南道路整備促進期成同盟会とともに、政府や国土交通省に
検討を進めている。 対し、会津縦貫南道路整備の重要性、必要性及び早期完成等を要望している。

2)会津縦貫南道路整備促進期成同盟会、会津総合開発協議会南会津地方部会、福島県町村議会議長会、
概 （４）関連事業の状況 情 福島県町村会、下郷地区みちづくり委員会など多数の団体から要望がある。

・会津縦貫北道路（地域高規格道路：直轄権限代行事業） 3)本事業に期待する地元熱意は高く、下郷町をはじめ沿線会津地方自治体の協力体制が確立している。
延長：Ｌ＝１３．１ｋｍ 事業年度：平成９年度～事業中

うち塩川ＩＣ～湯川北ＩＣ間 Ｌ＝３．２ｋｍが平成２１年１０月に、 勢 【事業に関連する評価指標等】
喜多方ＩＣ～塩川ＩＣ間 Ｌ＝４．７ｋｍが平成２３年１１月に暫定２車線供用開始。 （１）主要な評価指標

・会津縦貫南道路 湯野上バイパス（地域高規格道路：直轄権限代行事業） 評価指標の名称等 評価実施時の数値等 備 考（数値の評価等）
延長：Ｌ＝８．３ｋｍ 事業年度：平成１９年度～平成２２年度は県で事業を実施し、平成２４ 現 況 完成時

要 年度から国直轄権限代行事業で事業を実施する。 等 南会津町～会津若松市間
・国道１１８号 小沼崎バイパス（福島県）（４工区、H19.3.30整備区間指定） の冬期所要時間 ８５分 ６６分 ４工区及び５工区開通時の南会津町

延長：Ｌ＝１．５ｋｍ 事業年度：平成１４年度～事業中 （通常期） （６８分） （５９分） ～会津若松市間の冬期所要時間
の

平成14年度から平成23年度に５回の
事業採択予定年度 ― 完成目標年度 平成３０年代後半 防災点検要対策箇所 ５箇所 回 避 通行止め（落石３回、土砂崩壊及び

状 土石流が各１回が発生）
計画事業費

全 （うち用地費） 財源別内訳又は負担割合 主要事業種目別積算内訳 （２）その他特記すべき事項
体 況 ・現況交通量（平成２２年度）（下郷町豊成地内） 8,447 台／日
事 15,000百万円 国 ５５％ ・計画交通量（平成４２年度） 7,400 台／日
業 （ ） 県 ４５％ （ 4,200 台／日 現道残存交通量）
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様式４－２ ［新規事業分］ ２／３

平成２４年度事業別評価調書（チェックリスト）

【費用対効果分析等】 【県が事業実施主体となるべき理由・必要性】
(1) 手 法 ・本路線は、高規格幹線道路と一体的に機能する広域的な一般国道であり、県管理の国道（指定区間外）
「費用便益分析マニュアル」（平成２０年 国土交通省都市・地域整備局街路交通施設課長、道路 であるため、県が事業主体となり事業を進める。

局企画課長通達）による。
国 【その他特記すべき事項】
・ ・地域高規格道路は、高規格幹線道路網と一体となって、地域発展の核となる都市圏の育成や地域相互

費 (2)費用対効果の内容 県 の交流促進、空港・港湾などの広域交流拠点との連結等に資する路線である。
155+37+11億円 203億円 ・

用 費用便益比 Ｂ／Ｃ＝ ＝ ＝ 1.8 (≧1.0) 市 ・地域高規格道路の指定については、地域の要望を踏まえ、事業の重要性、地域の活性化に与える効果
96+14億円 110億円 町 等を考慮して、国が指定する。会津縦貫南道路５工区は平成１９年３月３０日に調査区間に指定され

対 村 た。
Ｂ：道路事業における総便益（走行時間短縮便益＋走行経費減少便益＋交通事故減少便益の合計） ・

効 Ｃ：道路事業に要する総費用（道路整備に要する事業費＋道路維持管理に要する費用の合計） 民
間

果 と
の

分 【効果で特記すべき事項】 役
特になし。 割

析 分
担

等

【コスト縮減に向けた検討状況】 【総合評価と対応方針案】
４工区の工事により発生する建設残土の流用により、一層のコスト縮減と円滑な事業進捗の確保を (1) 総合評価

図る。
会津縦貫南道路は、県土の骨格となる６本の連携軸の一つである会津軸を担う。

また、下記の項目について、今後、実施段階で検討していく。
湯野上バイパス（４工区）が国直轄権限代行事業として平成２４年度に新規着手した。これ

１．経済性を考慮した道路計画
２．新技術の活用 総 を契機に、会津地域の生活安定化を図る会津軸整備の更なる推進のため、隣接する県事業の小
３．表土の活用

沼崎バイパス（４工区）及び本５工区、並びに既に国直轄権限代行事業で事業中の会津縦貫北
コ
ス 合 道路を一体的に進め、早期事業化に向けた着工準備の調査に着手する必要がある。
ト
縮
減
等 評 (2)対応方針案及び今後の事業の進め方
の
可 対 応 方 針 案 新規着工準備
能
性 価

今 後 の 事 業 早期事業化に向け、着工準備としての調査（ルートや構造の検討、環境

の 進 め 方 調査等）に着手する。
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様式４－３ ［新規事業分］ ３／３

平成２４年度事業別評価調書（チェックリスト）

［位置図］及び［事業概要図］

<<幹線道路ネットワーク>>

<<会津縦貫南道路全体概要>>

〔会津縦貫南道路の果たす役割〕

～広域的な幹線道路のネットワーク～

①災害に強い道路ネットワーク

→大規模災害時の広域的な避難や緊急物資等の

輸送を可能にする災害に強い交通体系の確保

②地域相互の交流促進

→人的・経済の交流等の促進

③地域生活の安定

→一年を通じての定時性・速達性の確保による

医療機関搬送への寄与 等

④地域活性化

→観光拠点の周遊化への寄与、行楽シーズンの

現道の渋滞緩和 等

○地域高規格道路について

・高規格幹線道路と一体となって、

地域発展の核となる都市圏の育成や

地域相互の交流促進、空港・港湾

などの広域交流拠点との連携等に

資する路線が地域高規格道路です。

・地域高規格道路は、自動車専用道路

もしくはこれと同様の高い規格を有

し、60～80km/hの高速サービスを提

供できる道路です。

約7km 約9km 約7km 約9km 約9km



（別紙）

費 用 対 効 果 分 析

国道改築事業［会津縦貫南道路５工区］

効果（便益）Ｂ Ｂ①＋Ｂ②＋Ｂ③
＝

費 用 Ｃ Ｃ①＋Ｃ②

［費用項目］
Ｃ①：道路整備に要する事業費 （工事費、用地費、補償費等の合計）

Ｃ②：道路維持管理に要する事業費 （道路維持費、道路清掃費、照明費、オーバーレイ費、その他（間接経費など）の合計）

［効果項目］
Ｂ①：走行時間短縮便益

道路の整備・改良が行われない場合の総走行時間費用から、道路の整備・改良が行われる場合の総走行時間費用を減じた差として算出する。
総走行時間費用は、交通量、走行時間に、車種別割合から加重平均された時間価値原単位を乗じた値を整備効果がある路線全体で集計したもの。

Ｂ②：走行経費減少便益
道路の整備・改良が行われない場合の走行経費から、道路の整備・改良が行われる場合の走行経費を減じた差として算出する。
走行経費減少便益は走行条件が改善されることによる費用の低下のうち、走行時間に含まれない項目を対象としている。
具体的には、燃料費、油脂費、タイヤ・チューブ費、車両整備費、車両償却費等の費用について、車種割合から加重平均された走行経費原単位
(円／km／台)を用いて算出する。

Ｂ③：交通事故減少便益
道路の整備・改良が行われない場合の交通事故による社会的損失から、道路の整備・改良が行われる場合の交通事故による社会的損失を減じた
差として算出する。
交通事故の社会的損失は、運転者、同乗者、歩行者に関する人的損害額、交通事故により損壊を受ける車両や構築物に関する物的損害額及び事
故渋滞による損失額から算出している。

［考え方］
事業採択年度を基準年度として工事期間と完成後５０年間に生ずる効果額、費用額を算出し比較する。

Ｂ①＋Ｂ②＋Ｂ③ 155+37+11億円 203億円
＝ ＝ ＝ 1.8 (≧1.0)

Ｃ①＋Ｃ② 96+14 億円 110億円

101-4


	Taro-チェックリスト 101 会津縦.pdf
	Taro-チェックリスト 101 会津縦2

